
効率的な執行という観点から契約の透明性、競争性を高める。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

年間の発注見通しの公表から入札の公告、資格審査、入札、契約の締結、入札結果の公表など契約の締結に ・公募型競争入札（毎月）
係る事務を行う。 　上旬・・・入札公告、質疑受付・回答
工事検査を市に委託し、検査の公正性と透明性を確保する。 当該年度 　中旬・・・申請書等及び入札書の受付

執行計画 　下旬・・・開札、資格審査、落札者決定、公表
(3)事業内容 内　　容 ・随意契約（随時）

公募型一般競争入札及び随意契約件数 想定値 100当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 96

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 契約事務の簡素化を図り、透明性を確保するとともに公正な競争を推進する。 間接 公募型一般競争入札契約率（公募型一般競争入札契約件数／全契約数 % 26.67 30
）

令和 2年度 契約事務の簡素化を図り、透明性を確保するとともに公正な競争を推進する。 間接 公募型一般競争入札契約率（公募型一般競争入札契約件数／全契約数 % 30
）

令和 3年度 契約事務の簡素化を図り、透明性を確保するとともに公正な競争を推進する。 間接 公募型一般競争入札契約率（公募型一般競争入札契約件数／全契約数 % 30
）

公募から契約までの期間が一ヶ月程度を要するため、至急を要する場合の対応ができない。
(7)事業実施上の課題と対応 法規に従って公募による入札か随意契約かが決定されるため、目標の達成は努力によるものでなく案件の性質に係る。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

電子調達システム利用負担金 339 電子調達システムの利用に伴う負担金 284 277 電子調達システムの利用に伴う負担金 341 電子調達システムの利用に伴う負担金 341
総合評価入札方式、審査委員報償費 140 総合評価入札方式、審査委員報償費 196 0 総合評価入札方式、審査委員報償費 140 総合評価入札方式、審査委員報償費 140
工事検査事務負担金 547 工事検査事務負担金工事検査事務負担金 490 490 工事検査事務負担金工事検査事務負担金 499 工事検査事務負担金工事検査事務負担金 499
設計図書郵送用切手代 14 工事検査事務負担金工事検査事務負担金 32 32 設計図書郵送用切手代 14 設計図書郵送用切手代 14
入札等監視委員会負担金 10 設計図書郵送用切手代 14 12 入札等監視委員会負担金 10 入札等監視委員会負担金 10

入札等監視委員会負担金 10 10

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,050 合　　計 1,026 821 合　　計 1,004 合　　計 1,004
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,050 1,026 821 1,004 1,004

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.4 0.4 0.51 0.51
正職員人件費 1,760 3,520 3,520 4,488 4,488

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,810 4,546 4,341 5,492 5,492
(11)単位費用

28.1千円／件 45.46千円／件 45.22
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

契約の締結等業務は、法律、規則に基づき行っている業務であり、水道事業の公正公平性、透明性、効率性等を確保する ●①事前確認での想定どおり
うえで必要不可欠な業務である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

契約事務が適切に遂行された。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 水道局が行う契約に書かつことであるため □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公平性と公正を確保するため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
契約を公表することで透明性の確保を保っている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
資産購入などある場合には環境負荷軽減に配慮する。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
26.67 30 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

年間発注見通しどおりに契約事務が行われたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 32.29 107.63
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,546 △1,736 4,341 95.49
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△61.78

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 「総合評価方式入札」対象案件がなかったことから、審

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 査委員へ費用が発生しなかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.66

% 10万円 0.74 112.12

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本業務は、公正・公平かつ効率的な経営に必要不可欠な事業であることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 881 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 契約事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,514 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,546 千円 (うち人件費 3,520 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 公正な契約の実施、予算の適正かつ



増進に向けた経営に資する企業会計原則に基づき適正・正確な
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的 経理を行うこと。
展開方向

資金管理（出納全般、保管、運用）及び会計関連書類の審査・保管を適正かつ正確に行い、このためのチェ 随時：公金の出納、保管その他の会計事務
ック体制の二重化と執行管理を徹底し、適時的確な計理状況を把握する。 毎日：出納取扱金融機関及び収納取扱金融機関との調整 
また、平成26年度から適用された新会計基準に基づく正確な計理に留意する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

伝票処理件数 4,300件 想定値 4,300当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 4,217

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 伝票起票の際、計数や付属書類等の不備を無くすことにより、審査効率を上げる。 直接 不備伝票処理件数 件 55 55

令和 2年度 伝票起票の際、計数や付属書類等の不備を無くすことにより、審査効率を上げる。 直接 不備伝票処理件数 件 40

令和 3年度 伝票起票の際、計数や付属書類等の不備を無くすことにより、審査効率を上げる。 直接 不備伝票処理件数 件 20

伝票起票の際、計数や付属書類等の不備を無くすため、経理事務要領を見直し、業務マニュアルを整備する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

パソコンバンク利用料 65 パソコンバンク利用料 131 131 パソコンバンク利用料 66 パソコンバンク利用料 66
財務会計システム賃借料 1,620 財務会計システム賃借料 26 26
財務会計システム保守 389 財務会計システム保守 491 491
貸金庫 35 貸金庫 35 35

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,109 合　　計 683 683 合　　計 66 合　　計 66
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,109 683 683 66 66

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.8 0.65 0.65 0.52 0.52
正職員人件費 7,040 5,720 5,720 4,576 4,576

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,149 6,403 6,403 4,642 4,642
(11)単位費用

2.13千円／件 1.49千円／件 1.52
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公営企業会計においては、発生主義会計方式を採用しているため、一般会計と異なり、予算とともに決算にも重点が置か ●①事前確認での想定どおり
れており、公営企業の経理及び予算の執行に関して、必要な書類を作成し経営成績や財政状態を明らかにしなければなら ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ない。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

企業会計原則に基づいた適正・正確な経理業務が必要なため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法制則に基づき、適切に実施される必要があるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 計数確認業務時のペーパーレス化に努める。 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
55 55 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

伝票作成及び事前確認作業の精度が向上したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 48 114.58
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,403 2,746 6,403 100
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

包括業務委託に会計業務の一部を包括させている。

30.01

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 伝票作成及び事前確認作業の精度が向上したため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.86

件 10万円 0.75 114.67

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本業務は、水道事業経営の健全化のために、必要不可欠な事業となっていることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 882 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 出納管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,403 千円 (うち人件費 5,720 千円）⑦事業費
総事業費 40,040 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 企業の経済性を発揮すると共に、公共の福祉



ケーションの充実　
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

事業運営状況等の積極的な情報提供、水資源の重要性（節水の周知等）の呼びかけ等を通じてお客さまとの ５月・１１月：広報「あびこの水道」の編集発行
相互理解を深め、またニーズを把握する。 ８月：水道施設見学会

当該年度 ２月：水道ハンドブックの更新
執行計画 随時：水道局ホームページの編集・管理

(3)事業内容 内　　容 随時：各種イベントにおけるＰＲ

「あびこの水道」配布 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 広報紙やホームページなどによる広報・啓発活動や情報提供により、水道事業への市民の理解と信頼を深め、満足度を高めるこ 直接 あびこの水道配布数／世帯数 ％ 100 100
と。

令和 2年度 広報紙やホームページなどによる広報・啓発活動や情報提供により、水道事業への市民の理解と信頼を深め、満足度を高めるこ 直接 あびこの水道配布数／世帯数 ％ 100
と。

令和 3年度 広報紙やホームページなどによる広報・啓発活動や情報提供により、水道事業への市民の理解と信頼を深め、満足度を高めるこ 間接 あびこの水道配布数／世帯数 ％ 100
と。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

水道週間用視察見学用バス賃借料 100 水道週間用視察見学用バス賃借料 100 0 水道週間用視察見学用バス賃借料 100 水道週間用視察見学用バス賃借料 100
水道週間用視察見学用保険 2 水道週間用視察見学用保険 2 2 水道週間用視察見学用保険 2 水道週間用視察見学用保険 2
水道事業PR商品購入 60 事業年報印刷製本費 418 245 事業年報印刷製本費 473 事業年報印刷製本費 473
事業年報印刷製本費 363 広報作成委託料 1,164 1,160 広報作成委託料 1,168 広報作成委託料 1,168
広報作成委託料 2,213 広報郵送料 27 27 広報郵送料 22 広報郵送料 22
広報郵送料 40 事業年報郵送料 7 7 事業年報郵送料 7 事業年報郵送料 7
事業年報郵送料 6 高度浄水処理水「我孫水」ボトリング 1,580 1,535 高度浄水処理水「我孫水」ボトリング 1,622

実施内容 給水開始50周年記念誌印刷製本費 1,153 水道事業PR商品購入 60 4 水道事業PR商品購入 60
高度浄水処理水「我孫水」ボトリング 1,551

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,488 合　　計 3,358 2,980 合　　計 3,454 合　　計 1,772
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,488 3,358 2,980 3,454 1,772

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.3 0.3 0.37 0.37
正職員人件費 4,400 2,640 2,640 3,256 3,256

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,888 5,998 5,620 6,710 5,028
(11)単位費用

98.88千円／％ 59.98千円／％ 56.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

水道事業を運営していく中で、利用者の意識とニーズを的確に把握するとともに、現在抱えている課題や将来に起こりう ●①事前確認での想定どおり
る課題について、水道事業者と利用者が意識を共有しながら施策を展開していくことが重要であり、個々の施策を円滑に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 進めるためには、事業者の取組みの現状や結果を適時、適切に、利用者に伝えることが重要である｡広報活動事業は、事 ○要
   背景は？(事業の必要性) 業者と利用者の間の適切なコミュニケーションを確保するために有効な手段である｡ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

事業の現状や結果について、随時利用者に伝える必要があることから、定期的に情報発信をしているため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 事業内容の情報提供は、事業者でなければ実施できないため

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民マラソン大会等への参加 健康フェアなどのイベントにおいて、水道水のPRのため参加 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ●要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 年報等作成時に再生紙を使用する 水道事業年報印刷用紙に再生紙を使用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新聞折込に加え、新聞未購読者には郵送での配布にも対応した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,998 3,890 5,620 93.7
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

39.34

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.67

％ 10万円 1.78 106.59

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
水道利用者に対して、水道事業にかかる情報発信は必須であることから、現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 883 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 お客様サービスの充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 広報活動推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,998 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 8,397 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 水道利用者とのコミュニ



と事業運 民間の創意工夫やノウハウの導入によるお客様サービスのレベルアップや人件費の削減に寄与する。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

・開閉栓業務 ①定例検針日に量水器の検視を行い、料金を調定を行い料金請求を行う。
・量水器の検針・点検業務 　口座振替については毎月２５日、納付書については翌月２０日が納付期限。
・納付書発送業務 当該年度 ②料金未納分については、督促状を発送し収納を促す。
・料金賦課、徴収・収納業務 執行計画 ③水道局お客様センターでは未納分の支払いを随時受付。また、その際に口座振替への指導を行う。

(3)事業内容 内　　容

料金の収納率＝納付済件数／調定件数 想定値 96当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 一般納付書の方に対し口座振替への変更を指導し、未納額を減らし収納率の向上を目指すとともに、納付書発送に係る費用を抑 直接 収納率 % 95.6 96
え、コストを削減する。

令和 2年度 一般納付書の方に対し口座振替への変更を指導し、未納額を減らし収納率の向上を目指すとともに、納付書発送に係る費用を抑 直接 収納率 % 96
え、コストを削減する。

令和 3年度 一般納付書の方に対し口座振替への変更を指導し、未納額を減らし収納率の向上を目指すとともに、納付書発送に係る費用を抑 直接 収納率 % 96
え、コストを削減する。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

備消耗品 53 備消耗品 56 50 備消耗品 56 備消耗品 56
通信運搬費 11,126 通信運搬費 10,930 10,900 通信運搬費 10,930 通信運搬費 10,930
手数料 12,572 手数料 12,499 12,499 手数料 12,499 手数料 12,499

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 23,751 合　　計 23,485 23,449 合　　計 23,485 合　　計 23,485
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 23,751 23,485 23,449 23,485 23,485

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.45 0.45 0 0
正職員人件費 5,720 3,960 3,960 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 29,471 27,445 27,409 23,485 23,485
(11)単位費用

306.99千円／％ 285.89千円／％ 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

事業のコスト削減や利用者へのサービス向上を目的に、民間の経営手法を大幅に導入する。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

包括業務委託により、民間企業の経営手法を導入することにより経費の削減や利用者サービスの向上を実現することが出
来た。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・料金の調定・徴収・収納業務の効率化による経費の削減

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・お客様センターを中心とした業務による利用者サービスの
□その他 　促進された 向上

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ・効率的な滞納整理業務の実施による、収納率の向上
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
95.6 96 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

包括業務委託により、民間企業の経営手法を導入することにより経費の削減や利
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 95.6 99.58

用者サービスの向上を実現することが出来た。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 27,445 2,026 27,409 99.87
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.87

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.35

% 10万円 0.35 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
水道事業は料金収入により執り行われているため、料金の収納率を上げることは健全な水道事業運営を行う上で欠かすことの出来ない極めて重
要な事項であることから、今後も鋭意推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 885 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 開かれた効率的な経営 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 料金の調定・徴収・収納 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 27,445 千円 (うち人件費 3,960 千円）⑦事業費
総事業費 725,979 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業ビジョン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上



る目標への到達度や外部環境の変化等を的確に把握することにより、合理的で効果的な事業
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的 執行を図れるようにするため
展開方向

計画事業の進捗状況を把握し、社会経済情勢等の外部環境の変化を踏まえた評価や要因の分析を行い、今後 事務事業進捗状況の確認（６月、９月、１２月、３月）
の対応方針を検討する。
⇒我孫子市水道事業基本計画に基づく水道局内の連絡調整、及び水道事業経営、財務計画の総合統制を行う 当該年度
。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

進行管理事業数 想定値 25当該年度
単位 本

活動結果指標 実績値 25

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 進行管理を行うことで、計画と実績の乖離及びその原因を分析し、計画の確実な推進を図る。 直接 当該年度執行事業件数／当該年度計画事業件数×１００ ％ 100 100

令和 2年度 進行管理を行うことで、計画と実績の乖離及びその原因を分析し、計画の確実な推進を図る。 直接 当該年度執行事業件数／当該年度計画事業件数×１００ ％ 100

令和 3年度 進行管理を行うことで、計画と実績の乖離及びその原因を分析し、計画の確実な推進を図る。 直接 当該年度執行事業件数／当該年度計画事業件数×１００ ％ 0

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

基本計画・新水道事業ビジョン策定業務 17,518 経営改善会議の開催 0 0 経営改善会議の開催 0 経営改善会議の開催 0
アセットマネジメント策定・再評価業務 5,276 調査対応・統計類の作成 0 0 調査対応・統計類の作成 0 調査対応・統計類の作成 0
経営戦略策定業務委託 3,240

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 26,034 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 26,034 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.3 0.3 0.77 0.77
正職員人件費 4,840 2,640 2,640 6,776 6,776

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 30,874 2,640 2,640 6,776 6,776
(11)単位費用

2,058.27千円／本 105.6千円／本 105.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

事務事業の効率化や経営の健全化を進め、合理的かつ効率的な水道事業運営を図るため、水道事業計画の進行管理事務は ●①事前確認での想定どおり
必要不可欠である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ また水道事業の将来を展望し、平成31年度以降の目指すべき方向や新たな目標を定める必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

進捗状況を確認するうえで必要な事業であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 事業主体が水道局であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 水道事業運営審議会 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定事業を遂行したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,640 28,234 2,640 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

91.45

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.79

％ 10万円 3.79 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
施策に貢献しており、今後も継続して実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 886 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 水道事業計画の進行管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,640 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 計画事業に掲げ



向上と事業運 水道法第２条を遵守する。水道は、広く一般の人が飲むものであり、健康に悪影響を及ぼしたり不快にさせ
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的 たりする事のないようにするため、浄水場の清潔保持並びに水の適正かつ合理的な使用をおこなうために維
展開方向

持管理を行う。職場環境を充実させ、利用者の安全を確保する。
水道局庁舎の維持管理を行う。清掃委託・管理業務委託・警備業務委託・空気環境測定業務委託・構内電話 当初：・清掃、警備業務委託に向け積合わせによる業者選定
設備保守・エレベーター保守・冷暖房機保守・浄化槽保守・浄化槽汚泥引抜・自動ドア保守・直結給水ブー 　　　・庁舎管理業務に向け｢高年齢者等の雇用の安定等に関する法律｣により、（社）我孫子市シルバー人
スターポンプ保守・NHK放送受信料・燃料費・庁舎消耗費・庁舎修繕費 当該年度 　　　　材センターと契約

執行計画 　　　・その他庁舎管理に必要な事業の委託先を決定
(3)事業内容 内　　容 通年・・作業指示と作業結果の確認

　　
庁舎管理に係る保守契約件数　 想定値 20当該年度

単位 本
活動結果指標 実績値 18

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 庁舎施設の適切な保守管理 直接 実施件数／管理保守の予定件数 % 100 100

令和 2年度 庁舎施設の適切な保守管理 直接 実施件数／管理保守の予定件数 % 100

令和 3年度 庁舎施設の適切な保守管理 直接 実施件数／管理保守の予定件数 % 100

庁舎の老朽化により、施設管理の手法や修繕計画を検討する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

庁舎消耗品費 150 庁舎消耗品費 220 252 庁舎消耗品費 150 庁舎消耗品費 150
妻子原浄水場空調ガス・ＬＰガス燃料費 25,263 妻子原浄水場空調ガス・ＬＰガス燃料費 2,878 2,436 妻子原浄水場空調ガス・ＬＰガス燃料費 2,970 妻子原浄水場空調ガス・ＬＰガス燃料費 2,970
NHK放送受信料(妻子原5・湖北台・久寺 84 NHK放送受信料(妻子原5・湖北台・久寺 91 84 NHK放送受信料(妻子原5・湖北台・久寺 84 NHK放送受信料(妻子原5・湖北台・久寺 84
庁舎業務委託(清掃･警備･管理･除草･空 6,834 庁舎業務委託(清掃･警備･管理･除草･空 12,016 11,781 庁舎業務委託(清掃･警備･管理･除草･空 12,302 庁舎業務委託(清掃･警備･管理･除草･空 12,302
浄化槽汚泥引抜・法定検査手数料 210 浄化槽汚泥引抜・法定検査手数料 213 213 浄化槽汚泥引抜・法定検査手数料 213 浄化槽汚泥引抜・法定検査手数料 213
ダストマット他レンタル料 131 ダストマット他レンタル料 132 132 ダストマット他レンタル料 133 ダストマット他レンタル料 133
ＡＥＤ（自動体外除細動器）賃借料 70 ＡＥＤ（自動体外除細動器）賃借料 70 70 ＡＥＤ（自動体外除細動器）賃借料 77 ＡＥＤ（自動体外除細動器）賃借料 77

実施内容 庁舎付帯設備修繕費 3,240 庁舎付帯設備修繕費 3,300 2,965 庁舎付帯設備修繕費 3,300 庁舎付帯設備修繕費 3,300
庁舎保守(電話・昇降機・自動ドア・配 3,904 庁舎保守(電話・昇降機・自動ドア・排 3,833 3,763 庁舎保守(昇降機・自動ドア・排水管・ 3,416 庁舎保守(昇降機・自動ドア・排水管・ 3,416

(8)施行事項
費　　用 水道賠償責任保険 425 水道賠償責任保険 426 426 水道賠償責任保険 594 水道賠償責任保険 594

建物総合損害共済 298 水道賠償責任保険の予備費充用 589 589 建物総合損害共済 305 建物総合損害共済 305
妻子原浄水場照明設備ＬＥＤ化工事実施 3,327 建物総合損害共済 299 299

建物総合損害共済の予算流用 5 5

予算(決算)額 合　　計 43,936 合　　計 24,072 23,015 合　　計 23,544 合　　計 23,544
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 43,936 24,072 23,015 23,544 23,544

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.25 0.25 0.32 0.32
正職員人件費 1,320 2,200 2,200 2,816 2,816

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 45,256 26,272 25,215 26,360 26,360
(11)単位費用

2,262.8千円／本 1,313.6千円／本 1,400.83
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

水道法第２条（責務）では、【国及び地方公共団体は、水道が国民の日常生活に直結し、その健康を守るために欠くこと ●①事前確認での想定どおり
のできないものであり、水道が貴重な資源であることことにかんがみ、水資源及び水道施設並びに水の適正かつ合理的な ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 使用に関し必要な施策を講じなければならない】と記述されていることや、妻子原浄水場は、水道局と教育委員会が日常 ○要
   背景は？(事業の必要性) 的に事務を行っている。よって、水道法以外に労働安全衛生法、建築基準法などの関係法規を遵守するとともに、建物等 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

を維持管理することにより、建物の耐用年数の延命化を図るため。 必要性の背景に変更がないため

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水資源および水道施設並びに水の適正かつ合理的な使用に関

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 し、必要な施策を講じる責務が水道事業者にはあるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 閉庁日に会議室を近隣自治会へ提供 閉庁日に安全確認のうえ、施設の一部利用を認めた。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 冷暖房の設定を守ることや、照明不使用時の消灯を行い、燃 冷暖房の設定温度遵守。不要な照明の消灯。グリーンカーテ ●①想定どおり
□②生き物と共存している 料費を削減する ンの実施。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定していた事業を実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 26,272 18,984 25,215 95.98
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

41.95

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.38

% 10万円 0.4 105.26

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
施策に貢献しており、今後も継続して実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 887 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 庁舎維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 25,678 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 22,790 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 26,272 千円 (うち人件費 2,200 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持



目的・
(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的

展開方向

総務課等関連部署と連絡を密にし、処理を行う。 通年
①職員給与関係事務　②福利厚生事務　③労務管理事務

当該年度 ④安全衛生委員会の開催
執行計画

(3)事業内容 内　　容

職員一人当たりの営業収益(労働生産性）　 想定値 83,875当該年度
単位 千円

活動結果指標 実績値 125,064

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 労働生産性を対前年度比較で１％上げる。 直接 労働生産性＝（営業収益―受託工事収益）／損益勘定所属職員数　 千円 105,422 106,476

令和 2年度 労働生産性の上昇 直接 労働生産性＝（営業収益―受託工事収益）／損益勘定所属職員数　 千円 107,530

令和 3年度 労働生産性の冗長 直接 労働生産性＝（営業収益―受託工事収益）／損益勘定所属職員数 千円 108,584

近年、給水人口が増加しているにもかかわらず有収水量が減少の傾向にあるため事業費の削減が必要。
(7)事業実施上の課題と対応 また、事務負担として、職員数よりも担当職務数が多い。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

給与計算委託費 550 給与計算委託費 550 550 給与計算委託費 650 給与計算委託費 650
被服費(新任職員･対象職員） 307 被服費(新任職員･対象職員） 340 149 被服費(新任職員･対象職員） 452 被服費(新任職員･対象職員） 452
救急薬品(職員用） 20 救急薬品(職員用） 20 7 救急薬品(職員用） 20 救急薬品(職員用） 20

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 877 合　　計 910 706 合　　計 1,122 合　　計 1,122
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 877 910 706 1,122 1,122

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.3 0.3 0.7 0.7
正職員人件費 1,760 2,640 2,640 6,160 6,160

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,637 3,550 3,346 7,282 7,282
(11)単位費用

0.02千円／千円 0.04千円／千円 0.03
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

職員の少数精鋭化を目指すには、安心で安全な職場環境の提供が不可欠である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

適正な人事管理が実行された。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 職員の人事管理業務であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(千円) 目標値(b)(千円) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(千円) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
105,422 106,476 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定業務を実施できたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 125,064 117.46
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,550 △913 3,346 94.25
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△34.62

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 被服費の価格が抑えられたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2,999.32

千円 10万円 3,737.72 124.62

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
施策に貢献しており、今後も継続して実施する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 888 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 組織・人事管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,550 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 適正な人事管理業務を遂行し、柔軟で実行力ある組織を作る。
施策



揮すると共に、公共の福祉増進に向けた経営に資するため、適正な財務管理を行うこと。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

健全財政を基礎として、適正な設備投資を行い水道事業を推進する。 ８月・２月・・大口定期預金組換
平成26年度から適用された新会計基準に基づく適正な財務管理に努める。 ２月・・「平成３２年度水道局資金保管方法・運用等」の決定

当該年度 通年・・起債準備及び手続
執行計画

(3)事業内容 内　　容

流動資産回転率 想定値 0.61当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 0.61

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事業収益に対する適正な設備投資を行い、収支のバランスを保ち健全経営を図る。 直接 流動資産回転率：　営業収益－受託工事収益／(（期首流動資産＋期 % 0.46 0.77
末流動資産）/2　）

令和 2年度 事業収益に対する適正な設備投資を行い、収支のバランスを保ち健全経営を図る。 直接 流動資産回転率：　営業収益－受託工事収益／(（期首流動資産＋期 % 0.77
末流動資産）/2　）

令和 3年度 事業収益に対する適正な設備投資を行い、収支のバランスを保ち健全経営を図る。 直接 流動資産回転率：　営業収益－受託工事収益／(（期首流動資産＋期 0.77
末流動資産）/2　）

減価償却で適切に内部留保することが必要だが、中長期的に増大する施設更新に対応するための資金調達や管理手法の最適化が
(7)事業実施上の課題と対応 必要となっている。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

財務会計システム賃借 1,620 財務会計システム賃借 26 26 貸金庫賃借 36 貸金庫賃借 36
財務会計システム保守 389 財務会計システム保守 491 491
貸金庫賃借 35 貸金庫賃借 35 35
出納業務伝送（パソコンバンク）手数料 65 出納業務伝送（パソコンバンク）手数料 66 66

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,109 合　　計 618 618 合　　計 36 合　　計 36
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,109 618 618 36 36

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 1,760 3,080 3,080 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,869 3,698 3,698 3,116 3,116
(11)単位費用

6,342.62千円／回 6,062.3千円／% 6,062.3
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

財政状態の健全維持と事務事業の効率化を目指し、安定した水道事業経営を維持するため、実施効果の高い予算編成と、 ●①事前確認での想定どおり
収支バランスのとれた健全経営が求められている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

財政状態の健全維持は不可欠であるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道事業の資金であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 水道事業運営審議会及び広報・ホームページ等により市民の 水道事業運営審議会等 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 意見を聴取 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0.46 0.77 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当年度は流動資産をより多く確保していたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0.61 79.22
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,698 171 3,698 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

4.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

% 10万円 0.02 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
施策に貢献しており、今後も継続して実施する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 889 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 資金管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,698 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 48,464 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業経営戦略

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 企業の経済性を発



て、貯水槽の維持管理について啓発を行う。
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
貯水槽台帳に基づき、設置者への指導、助言を積極的に行い、設置者の管理意識の定着と衛生上の問題発生 貯水槽水道の竣工情報を貯水槽台帳のデータに登録し管理する。また、データを基に貯水槽の設置者等に対
を防止する。また、集合住宅等の受水槽では直結（増圧）給水への普及促進も進める。 して維持管理や直結増圧給水方式への切替などの指導、助言等を行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

貯水槽水道指導件数 想定値 10当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 貯水槽水道の維持管理等の指導 直接 貯水槽水道指導件数 件 10 10

令和 2年度 貯水槽水道の維持管理等の指導 直接 貯水槽水道指導件数 件 10

令和 3年度 貯水槽水道の維持管理等の指導 直接 貯水槽水道指導件数 件 10

貯水槽水道の実態調査を定期的に行い、実態を把握することが必要。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 25 貯水槽水道の衛生管理指導 0 0 貯水槽水道の衛生管理指導 0 貯水槽水道の衛生管理指導 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 25 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 25 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.1 0.1 0 0
正職員人件費 1,320 880 880 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,345 880 880 0 0
(11)単位費用

134.5千円／件 88千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

水道法の改正により、貯水槽水道に関する水道事業者及び貯水槽水道の設置者の責任が適正かつ明確にされたことにより ●①事前確認での想定どおり
、受水槽の有効容量１０ｍ3以下のものについては、水道事業者の適切な関与により、貯水槽水道の適切な管理が必要で ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ あるため。また、権限委譲により衛生管理など、業務の多くは他部局で行うこととなったが、水道施設の検査などの業務 ○要
   背景は？(事業の必要性) については協力して行う。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

10㎥以下の貯水槽水道に関する問合せ等については、すべて適切に指導・助言を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・貯水槽水道の利用者に対して、衛生管理を初めとした施設

■提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 の維持管理の重要性について啓発を行うことが出来た。
□その他 　促進された ・取り扱う情報に個人情報が含まれている。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

水道ハンドブックなどの配布物により、貯水槽水道の衛生管理に関する認識が広
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10 100

まった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 880 465 880 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

34.57

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.14

件 10万円 1.14 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、貯水槽水道の衛生管理に関して有効であることから、今後も引き続き指導・助言を行っていく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 900 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 貯水槽水道対策 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 貯水槽水道の衛生管理指導 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成19年度 ～ 平成30年度 ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 880 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 貯水槽水道管理者に対し



給水装置工事を行なう事業者については、指定工事事業者としての指定を受けなければならない。指定され
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的 ることにより工事事業者は給水装置の工事が可能になる。この資格審査により、給水装置管理の適正化を図
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。 ることが出来る。
水道法及び我孫子市給水条例施行規程第９条により、指定工事店の指定を受けようとする工事事業者は、指 随時申請⇒審査⇒指定
定申請書を提出する。資格審査の結果、指定の許可条件を満たしている工事事業者に対しては指定を行なう
。また、特に優良と認められる事業者については表彰を行い、事業者の意識を高める。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

審査による指定率 想定値 100当該年度
　指定件数/申請件数 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適切な申請審査による指定 直接 審査による指定率 ％ 100 100
　指定件数/申請件数

令和 2年度 適切な申請審査による指定 直接 審査による指定率 ％ 100
　指定件数/申請件数

令和 3年度 適切な申請審査による指定 直接 審査による指定率 ％ 100
　指定件数/申請件数

申請書による審査のため、実態の確認が困難である。特に遠方の事業者については確認が難しい。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 25 通信運搬費 27 27 通信運搬費 27 通信運搬費 27

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 25 合　　計 27 27 合　　計 27 合　　計 27
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 25 27 27 27 27

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.2 0.2 0 0
正職員人件費 880 1,760 1,760 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 905 1,787 1,787 27 27
(11)単位費用

9.05千円／％ 17.87千円／％ 17.87
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

安心、安全な給水の確保のため、給水管、給水用具の信頼性向上を目指して新しい給水器具等が開発され、工事事業者に ●①事前確認での想定どおり
はこれらを適正に使用する技術が必要である。また、給水装置の施工においては、本市設計施行基準や水道法等の関係法 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 令を遵守することが求められる。これらを全てを適正に実施できる工事事業者にのみ指定工事店の資格を与えるものであ ○要
   背景は？(事業の必要性) る。このようなことからこの事業は必須である。また、優良事業者を表彰することにより、給水装置工事に対する意識を ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

高めることは、適正な施工を行う上で重要である。 申請のあった給水装置工事事業者については、審査後、全者に対して本市指定給水装置工事事業者の指定を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 新規に申請のあった給水装置工事事業者については、法令・

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 基準等に照らして審査し、基準を満たしている者については
□その他 　促進された 、本市指定給水装置工事事業者として指定している。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新規に申請のあった給水装置工事事業者については、全者に対し本市指定給水装
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

置工事事業者として指定している。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,787 △882 1,787 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△97.46

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.6

％ 10万円 5.6 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
指定給水装置工事事業者制度の維持・推進に不可欠なため、今後も引き続き事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 902 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 給水装置の適正な維持管理 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 指定給水装置工事事業者の審査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成19年度 ～ 平成30年度 ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,787 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設



らの給水装置工事の申請について、基準どおり設計施行が行なわれているか審査及び検査を実施し
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的 、一元的に維持管理をする。
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
申込者からの給水装置工事の申請について、その内容を審査し適否を判断し、承認するとともに、それに伴 ①給水装置工事の申請は通年で随時受付する。
う給水申込納付金、給水装置工事設計審査手数料、給水装置工事検査手数料を賦課する。承認後の工事検査 ②受付後、設計審査を行い、工事承認及び手数料・納付金等の請求を行う。
に当っては、立合いを行い設計に基づいて工事が適正に行なわれているか検査確認する。 当該年度 ③新規工事の場合は、分岐工事検査を行う。

執行計画 ④工事完了後、竣工検査を行う。
(3)事業内容 内　　容

審査指導後の工事承認率 想定値 100当該年度
　工事承認件数/工事申請件数 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 審査指導による全件承認 直接 審査指導後の工事承認率 ％ 100 100
　工事承認件数/工事申請件数

令和 2年度 審査指導による全件承認 直接 審査指導後の工事承認率 ％ 100
　工事承認件数/工事申請件数

令和 3年度 審査指導による全件承認 直接 審査指導後の工事承認率 ％ 100
　工事承認件数/工事申請件数

指定給水装置工事事業者に対する指導を行うことで、書類訂正２回以下での承認率を上げること。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

印刷製本費 65 水栓番号ステッカー作成 50 50 印刷製本費 50 印刷製本費 50
水栓番号ステッカー作成 49 水栓番号ステッカー作成 50 水栓番号ステッカー作成 50

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 114 合　　計 50 50 合　　計 100 合　　計 100
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 114 50 50 100 100

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.35 0.35 0 0
正職員人件費 3,520 3,080 3,080 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,634 3,130 3,130 100 100
(11)単位費用

36.34千円／％ 31.3千円／％ 31.3
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

給水装置工事の申請は、水道法に基づく安心安定して水を供給するために必要であり、給水装置等が法令に定める構造及 ●①事前確認での想定どおり
び材質基準に適合している必要性があることから、給水装置工事監理業務によりその適合性を審査及び検査することは、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 必要なものである。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

申請のあった給水装置工事については、審査・指導の後、全件承認を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 給水装置工事申請については、水道局の給水装置工事設計施

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 工基準及び関係法令等を熟知した者が、これらの規定に則っ
□その他 　促進された て審査し、その可否の判断を行うこととなる。このため、現

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 状では水道局が主体となって実施する必要がある。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請のあった給水装置工事については、審査・指導の後、全件承認を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,130 504 3,130 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

13.87

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.19

％ 10万円 3.19 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
給水装置は、水道施設の根幹をなす施設の一つであり、その工事の審査・指導を行うことは極めて重要なことであることから、今後も引き続き
事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 903 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 給水装置の適正な維持管理 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 給水装置工事監理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成19年度 ～ 平成30年度 ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,130 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名)  

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 申請者か



ータについて、適正な設置・管理及び在庫管理を行う。
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
水道メータについて、経年メータの交換、新規メータの出庫等にあたり、在庫管理を適正に行なう。年度末 経年メータ交換分＋新規交換分＝９，８９５個
メータの棚卸、年度前後期メータ発注、経年メータ出庫計画作成、工事申請に基づくメータ出庫管理、引き
上げ（局保管・廃止等による）メータの台帳処理。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

メータ交換実績 想定値 100当該年度
　メータ交換数／メータ交換予定数 単位 %

活動結果指標 実績値 98.8

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正在庫の維持とメータ交換 直接 メータ交換実績 % 100 100

令和 2年度 適正在庫の維持とメータ交換 直接 メータ交換実績 % 100

令和 3年度 適正在庫の維持とメータ交換 直接 メータ交換実績 % 100

メータ交換後に予測困難な不具合が発生することがあるため、迅速かつ柔軟な対応が求められる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 598 通信運搬費 614 614 通信運搬費 614 通信運搬費 614
水道メータ取替業務委託 33,371 水道メータ取替業務委託 32,620 32,430 水道メータ取替業務委託 32,620 水道メータ取替業務委託 32,620
量水器修繕費 36,514 量水器修繕費 32,417 31,985 量水器修繕費 32,417 量水器修繕費 32,417

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 70,483 合　　計 65,651 65,029 合　　計 65,651 合　　計 65,651
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 70,483 65,651 65,029 65,651 65,651

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0 0
正職員人件費 1,760 1,760 1,760 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 72,243 67,411 66,789 65,651 65,651
(11)単位費用

7.49千円／個 674.11千円／% 676
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

上水道の供給を受けるためには、給水契約が必要でありその使用水量に応じて料金が発生する。使用水量の計量には水道 ●①事前確認での想定どおり
メータは必須である。水道メータの新規出庫、交換個数は年間では膨大な数になることから、適正な維持管理が必要であ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ る。なお、計量法により、水道メータは８年以内の交換が義務付けられている。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

量水器交換業務は、事前に策定した計画に基づき執り行うため、全件について交換が完了している。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 量水器の購入・修繕

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 量水器交換業務は、計画の策定を含め包括業務委託の中で実施しているが、量水器は水道局の資産であるので、その購入
実現が図られる ・修繕は水道局が主体で実施している。

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

量水器交換業務は、事前に策定した計画に基づき執り行うため、全件について交
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

換が完了している。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 67,411 4,832 66,789 99.08
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.69

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.15

% 10万円 0.15 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
量水器は水道料金調定の基となる使用水量を計る重要な装置であり、正確を期すために計量法に則て適正に交換を実施していくことは極めて重
要事項であることから、今後も確実に実施していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 905 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 給水装置の適正な維持管理 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 量水器取替・修繕業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成19年度 ～ 平成30年度 ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 67,411 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 水道メ



水・直結増圧給水の普及促進により、小規模貯水槽の衛生問題解消と安全でおいしい水の供給を
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的 図る。
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
実施要領による一定の条件のもと、３階建て以上の新規共同住宅については直結増圧給水、３階までの専用 共同住宅等の新規申請については、直結給水実施要領により、直結給水可能なものは直結給水を指導し、既
住宅及び店舗併用住宅については直結直圧給水の普及を推進し、既設の小規模貯水槽水道設置者に対しては 設の小規模貯水槽水道設置者に対しては、直結給水への切替えを進める。
、貯水槽水道から直結給水への切替えを積極的に推進する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

指導数 想定値 10当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 8

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 直結増圧給水方式件数の向上 直接 指導数 件 5 10

令和 2年度 直結増圧給水方式件数の向上 直接 指導数 件 10

令和 3年度 直結増圧給水方式件数の向上 直接 指導数 件 10

配水管網状況や配水圧の関係で直結増圧給水が実施できない場合がある。この場合は、貯水槽方式とするよう指導するしかない
(7)事業実施上の課題と対応 。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

直結・増圧給水水理計算対応業務委託 1,059 直結・増圧給水水理計算対応業務委託 989 529 自動水圧測定器点検保守 32
自動水圧測定器点検保守 32 32

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,059 合　　計 1,021 561 合　　計 32 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,059 1,021 561 32 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.3 0.3 0 0
正職員人件費 1,760 2,640 2,640 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,819 3,661 3,201 32 0
(11)単位費用

281.9千円／件 366.1千円／件 400.13
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

受水槽を介さずに直接給水できる直結直圧（増圧）方式の給水は、水道水をより安心・快適に利用できる給水方式として ●①事前確認での想定どおり
需要が高まっていることや、直結給水の拡大によって貯水槽水道に対する衛生問題の改善、設置スペースの有効利用、本 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 管の水圧を利用することによる省エネルギー化になることなどから必要な事業である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

水道利用者に対して水道ハンドブック等の配布による広報活動を行い、直結給水に関する知識を広めることが出来た。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道利用者に対して、直結給水に関する知識を広めるため、

■提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 水道ハンドブック等による広報活動を実施した。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 水道利用者に対して水道ハンドブック等の配布による広報活動を行い、直結給水に関する知識を広めることが出来た。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

直結増圧給水方式の工事申請が当初の見込みを下回った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 50
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,661 △842 3,201 87.44
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

直結増圧給水方式の工事申請が当初の見込みを下回った。

△29.87

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 直結増圧給水方式の工事申請が当初の見込みを下回った

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.27

件 10万円 0.16 59.26

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
直結給水方式については、広報活動等により水道利用者の認識が高まってきており、貯水槽水道からの切り替えも増えてきている。これにより
、水道の衛生管理の質も向上してきている。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 909 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 快適な水道水の利用 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 直結・増圧給水の普及促進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成19年度 ～ 平成30年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,661 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 直結直圧給



の安定確保や施設 給水装置の管理区分、漏水および給水栓等の修理時の連絡先等、お客さまとしての必要な基礎的知識などに
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的 対する情報をホームページなどの媒体を用いて発信する。また、漏水修繕などの給水施設の維持管理を行う
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。 。
給水装置に係る情報の提供 ①ホームページなどを利用し給水装置に関する情報（維持管理方法、故障時の対応・連絡先、事故等）をわ
給水装置の廃止処理 かり易く発信する。
給水装置工事兼給水契約申込書及び給水装置工事竣工図書の整理保存 当該年度 ②給水装置工事兼給水契約申込書及び給水装置工事竣工図書の整理保存
穿孔不良など給水施設の維持管理 執行計画 ③穿孔不良など給水施設の維持管理(随時)

(3)事業内容 内　　容

給水装置維持点検・修繕数 想定値 130当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 102

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 必要な修繕を行い給水施設を適正に維持管理する。 直接 給水装置維持点検・修繕数 件 140 130

令和 2年度 必要な修繕を行い給水施設を適正に維持管理する。 直接 給水装置維持点検・修繕数 件 130

令和 3年度 必要な修繕を行い給水施設を適正に維持管理する。 直接 給水装置維持点検・修繕数 件 130

設置年度が古い給水管では、装置の不具合が増加する傾向があるが、古い給水管全てを敷設替することは不可能であることから
(7)事業実施上の課題と対応 、不具合を発見次第修繕を行い、不具合の影響を最小に抑える。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通年修繕分 13,608 通年修繕分 12,870 8,097 通年修繕分 12,870 通年修繕分 12,870

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 13,608 合　　計 12,870 8,097 合　　計 12,870 合　　計 12,870
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13,608 12,870 8,097 12,870 12,870

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0 0
正職員人件費 2,640 2,640 2,640 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 16,248 15,510 10,737 12,870 12,870
(11)単位費用

116.06千円／件 119.31千円／件 105.26
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

水道事業中期計画に基づき、安全で快適な水を供給するためには、給水装置の維持管理に関する基礎的知識の普及が重要 ●①事前確認での想定どおり
であり、その情報をわかり易く発信する必要がある。また、給水施設は必要な修繕を行い適正に維持管理する必要がある ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

給水装置の維持管理の件数は想定より少なかった。水道利用者を対象に水道ハンドブックの配布、水道局ホームページ等
により、給水装置の維持管理に関する情報を提供することが出来た。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・給水装置の維持管理について実施した

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・水道利用者を対象に水道ハンドブックの配布、水道局ホー
□その他 　促進された ムページ等により、給水装置の維持管理に関する情報を提供

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した することが出来た。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
140 130 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

給水装置の維持管理の件数は想定より少なかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 102 127.45
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 15,510 738 10,737 69.23
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

給水装置の維持管理の件数は想定より少なかった。

4.54

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 給水装置の維持管理の件数は想定より少なかった。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.84

件 10万円 0.95 88.42

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
水道を安心して利用していただくためには、水道利用者自身にも給水装置に関する基礎的な知識を持っていただく必要があり、その情報を水道
局が主体となって発信していくことは必要である。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 910 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 給水装置の適正な維持管理 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 給水装置の維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成19年度 ～ 平成30年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 15,510 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業ビジョン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源



の安定確保や施設 漏水箇所を早期に発見し、漏水箇所の修繕を行うことで水資源の節約と有収率（年間有収水量＝料金徴収の
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的 対象となった水量／年間給水量）の向上を図る。
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
・我孫子市水道局が管理する給水管(配水管)の漏水について調査を行う。 ・漏水調査を行う（包括委託にて実施）。
・給水管は調査対象の管種を抽出して調査を行う。 ・漏水箇所の修繕は発見しだい実施する。
・調査は、料金・給水・会計業務等包括委託にて行う。 当該年度 ・通年で漏水事故２４時間対応を行う。
・漏水箇所は発見しだい修繕を行う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・漏水事故対応を２４時間行う。

調査件数 想定値 5,000当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 5,000

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 水資源の節約と有収率の向上 直接 調査件数 件 5,000 5,000

令和 2年度 水資源の節約と有収率の向上 直接 調査件数 件 5,000

令和 3年度 水資源の節約と有収率の向上 直接 調査件数 件 5,000

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

２４時間待機体制 6,702 ２４時間対応体制 6,782 6,782 ２４時間対応体制 6,826 ２４時間対応体制 6,826

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,702 合　　計 6,782 6,782 合　　計 6,826 合　　計 6,826
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,702 6,782 6,782 6,826 6,826

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.2 0.2 0 0
正職員人件費 440 1,760 1,760 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,142 8,542 8,542 6,826 6,826
(11)単位費用

1.43千円／件 1.71千円／件 1.71
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

有収率の低下要因は、主に配水管及び給水管からの漏水とされていることから、防止対策が急務となっている。水道水を ●①事前確認での想定どおり
無駄なく供給する必要がある水道事業体としては、無収水量の大部分を占める漏水を防止しなければならない。また、国 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ が示す施策目標に有収率の向上があり、大規模事業体では９０％以上、中規模事業体（我孫子市）は９５％以上とするよ ○要
   背景は？(事業の必要性) う目標が設定されている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

事前の計画通り漏水調査を実施している。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 漏水調査により発見された漏水は、速やかに修繕を実施して

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 いる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5,000 5,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

漏水調査により発見された漏水は、速やかに修繕を実施している。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5,000 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,542 △1,400 8,542 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△19.6

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 58.53

件 10万円 58.53 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
有収率を向上させ健全な水道事業運営を行うためには、無効水量を抑えなければならない。このため、無効水量の大部分を占める漏水を早期に
発見し修繕することは重要である。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1491 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 資源消費の節約と環境負荷の低減 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 漏水防止事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成19年度 ～ 平成30年度 ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,542 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業ビジョン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源



2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

貯蔵品準備計画を作成し、購入、出納等適切な在庫管理を行い、棚卸を経て次年度へ継承する。 通年・・在庫管理、貯蔵品の搬入、貯蔵品の出納
①貯蔵品の購入 １０月・・貯蔵品準備計画の策定
②在庫管理 当該年度 ３月・・棚卸
③棚卸し 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ④貯蔵品出納

貯蔵品の出入庫数（出庫数＋入庫数） 想定値 20,000当該年度
単位 個

活動結果指標 実績値 21,431

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 貯蔵品回転率の上昇 直接 貯蔵品(たな卸資産）回転率＝営業収益-受託工事収益/((期首たな卸 % 104.1 149.04
資産＋期末たな卸資産）/２))

令和 2年度 貯蔵品回転率の上昇 直接 貯蔵品(たな卸資産）回転率＝営業収益-受託工事収益/((期首たな卸 % 149.04
資産＋期末たな卸資産）/２))

令和 3年度 貯蔵品回転率の上昇 直接 貯蔵品(たな卸資産）回転率＝営業収益-受託工事収益/((期首たな卸 % 149.04
資産＋期末たな卸資産）/２))

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

たな卸資産購入限度額 300 たな卸資産購入限度額 34,376 19,210 たな卸資産購入限度額 24,258 たな卸資産購入限度額 24,258

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 300 合　　計 34,376 19,210 合　　計 24,258 合　　計 24,258
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 300 34,376 19,210 24,258 24,258

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.26 0.26
正職員人件費 880 880 880 2,288 2,288

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,180 35,256 20,090 26,546 26,546
(11)単位費用

0.06千円／個 1.76千円／個 0.94
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

経営基盤を強化するために、資産の有効活用が必要なため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

水道局資産の有効活用が必要なため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道局資産に係る事業のため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
環境に配慮した製品の購入に努める

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
104.1 149.04 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初の想定に比べ、営業収益が低かったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 128.21 86.02
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 35,256 △34,076 20,090 56.98
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

調達に伴う入札落札率が低かったため

△2,887.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 調達に伴う入札落札率が低かったため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.42

% 10万円 0.64 152.38

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
施策に貢献しており、今後も事業を推進する

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2142 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 貯蔵品管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,180 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 35,256 千円 (うち人件費 880 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 資産を有効に活用する。
施策目的・

(



要の増大など、厳しい経営環境の中、お客様のニーズ、民間
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的 企業の動向などを踏まえた幅広い視野を持ちながら、水道職員として高いコスト意識を持って行動できる経
展開方向

営感覚にあふれた職員を育成する。
求められる職員像をめざした人材育成の基本施策として、職員研修と職場内研修、職場外研修、自主研修に 通年・・職員への研修案内周知、参加手続
位置づけ、計画的に実施する。また市長部局が実施する研修にも積極的に参加する。 １０月・・次年度以降必要な研修の把握、予算見積

当該年度 ２月・・３２年度研修計画の作成
執行計画

(3)事業内容 内　　容

研修計画数 想定値 18当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 32

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 企業職員として経営感覚にあふれる職員の育成 直接 研修計画数 件 27 30

令和 2年度 企業職員として経営感覚にあふれる職員の育成 直接 研修計画数 件 30

令和 3年度 企業職員として経営感覚にあふれる職員の育成 直接 研修計画数 件 30

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

研修旅費 521 研修旅費 452 309 研修旅費 312 研修旅費 312
研修費 1,000 研修費 1,001 226 研修費 1,041 研修費 1,041

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,521 合　　計 1,453 535 合　　計 1,353 合　　計 1,353
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,521 1,453 535 1,353 1,353

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0.26 0.26
正職員人件費 2,200 2,200 2,200 2,288 2,288

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,721 3,653 2,735 3,641 3,641
(11)単位費用

206.72千円／件 202.94千円／件 85.47
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

信頼される水道サービスを提供し続けていくためには、水道事業に精通する職員の適切な確保とその育成が求められてい ●①事前確認での想定どおり
るが、合理化のための人員削減によって事務系や技術系の各専門分野に専属の職員を配置することが困難なことから、技 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 術の空洞化や災害時対応力の低下が懸念されるため。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

持続可能な事業を推進するうえで、人材の育成は必須である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道局の人材育成に係る事業のため

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
27 30 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

人材育成として必要な研修を計画したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 32 106.67
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,653 68 2,735 74.87
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

日程の都合から、参加を見送った研修があったため。

1.83

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 積極的に研修参加を促したため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.82

件 10万円 1.17 142.68

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
施策に貢献しており、今後も継続して実施する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2143 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 職員研修の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,653 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 水道需要の減による給水収益の減や施設更新需



業運 民間企業が持っている様々なノウハウを導入することにより、業務の効率化を図り、経費の削減を行うとと
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的 もに、お客様サービスの向上を目指します。
展開方向

《料金業務系》 [7～8月]
・窓口受付業務　・検針業務　・検算業務　・調定・更生業務　・収納業務　・精算業務　・開・閉栓業務 次年度包括委託業者選定に向けたプロポーザルの実施
・滞納整理業務　・給水停止業務　・下水道使用料に関する業務 当該年度 [通年]
《給水業務系》 執行計画 《料金業務系》

(3)事業内容 内　　容 ・窓口受付業務　・給水装置工事設計審査支援業務　・道路占用許可申請業務　・給水装置工事分岐検査業 ・窓口受付業務　・検針業務　・検算業務　・調定・更生業務　・収納業務　・精算業務　・開・閉栓業務
務　・給水装置工事竣工検査業務　・量水器交換実施計画等の策定　・漏水防止対策支援業務　・給水装置 ・滞納整理業務　・給水停止業務　・下水道使用料に関する業務
の廃止手続き業務　・指定給水装置工事事業者(指定工事店)管理支援業務　・管路情報管理システムに係る 評価基準による得点 想定値 440当該年度
支援業務 単位 点

活動結果指標 実績値 485《会計業務系》

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 業務委託の拡充により削減できた職員を、水道事業を取り巻く諸問題を解決するための基幹業務に配置する 直接 評価基準による得点 点 485 620

令和 2年度 業務委託の拡充により削減できた職員を、水道事業を取り巻く諸問題を解決するための基幹業務に配置する 直接 評価基準による得点 点 620

令和 3年度 業務委託の拡充により削減できた職員を、水道事業を取り巻く諸問題を解決するための基幹業務に配置する 直接 評価基準による得点 点 620

平成３１年度は包括業務委託の５年（最終年）となるので、４年目までの業務実績を踏まえ、より進んで業務にあたる必要があ
(7)事業実施上の課題と対応 る。業務については、一定の水準で実施できているので、局と受託者とで新たな目標を定め業務を進めていく。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

№25事業費用に包含 委託料 152,829 152,829 委託料 152,829 委託料 152,829

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 152,829 152,829 合　　計 152,829 合　　計 152,829
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 152,829 152,829 152,829 152,829

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 1.45 1.45 0 0
正職員人件費 3,520 12,760 12,760 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,520 165,589 165,589 152,829 152,829
(11)単位費用

352千円／本 376.34千円／点 341.42
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

水道事業の効率化と経費の削減は急務であるが、職員が業務の効率化を図るには限界があることから、民間のノウハウを ●①事前確認での想定どおり
導入し、より進んだ事業の効率化と経費の削減を目指す必要がある。また合わせてお客様サービスの向上も図ることが出 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 来る。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

包括業務委託の最終年であり業務要求水準書で要求した業務については、ほぼ実施出来ている。全体としては業務の効率
化が図られており、経費を削減することが出来ている。また、お客様サービスの向上に尽力している。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・料金業務及び給水業務の多くを民間委託することにより、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 事務の効率化、経費の削減を行った。
□その他 　促進された ・民間企業が持っている様々なノウハウを活用することによ

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した り、お客様サービスの向上を図った。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 事務の効率化による経費の削減とお客様サービスの向上を図るために、民間企業が持っている様々なノウハウを活用する
実現が図られる 。

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(点) 目標値(b)(点) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(点) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
485 620 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

包括業務委託の最終年であり業務要求水準書で要求した業務については、ほぼ実
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 485 78.23

施出来ている。全体としては業務の効率化が図られており、経費を削減すること
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 165,589 △162,069 165,589 100
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4,604.23

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 システム上実績値が０になってしまうが、包括業務委託

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 の業務要求水準書で要求した業務については、ほぼ実施

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.08 出来ている。全体としては業務の効率化が図られており

点 10万円 0 0 、経費を削減することが出来ている。また、お客様サー

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
包括業務委託の最終年であり業務要求水準書で要求した業務については、ほぼ実施出来ている。全体としては業務の効率化が図られており、経
費を削減することが出来ている。また、お客様サービスの向上させることが出来た。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2144 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 料金・給水・会計業務等包括委託 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ 平成31年度 ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 165,589 千円 (うち人件費 12,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事



施策目的・
(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的

展開方向

①関連する例規の制定及び改廃 通年：条例・規則等の制定及び改廃
②上位法改正にともなう関連例規への影響調査 　　　賠償請求事務
③賠償請求事務 当該年度 　　　

執行計画
(3)事業内容 内　　容

条例・規則等の制定及び改廃数 想定値 4当該年度
単位 本

活動結果指標 実績値 21

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関連例規整備による経営基盤の強化 直接 制定及び改廃実施件数／制定及び改廃予定数 ％ 100 100

令和 2年度 関連例規整備による経営基盤の強化 直接 制定及び改廃実施件数／制定及び改廃予定数 ％ 100

令和 3年度 関連例規整備による経営基盤の強化 直接 制定及び改廃実施件数／制定及び改廃予定数 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ホルムアルデヒド損害賠償に係る負担金 279 法律相談 110 0 法律相談 110 法律相談 110
法律相談 108

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 387 合　　計 110 0 合　　計 110 合　　計 110
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 387 110 0 110 110

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.45 0.45 0.36 0.36
正職員人件費 4,840 3,960 3,960 3,168 3,168

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,227 4,070 3,960 3,278 3,278
(11)単位費用

1,306.75千円／本 1,017.5千円／本 188.57
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

法制度等に対応する必要・義務がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法令を整備することは不可欠であるため

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 企業経営の根幹に係る事務であるため

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切に制定及び改廃を実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,070 1,157 3,960 97.3
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

22.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.46

％ 10万円 2.53 102.85

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
施策に貢献しており、今後も継続して実施する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2145 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 法務事務 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,070 千円 (うち人件費 3,960 千円）⑦事業費
総事業費 929 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 水道局の経営基盤を強化するため、機能的な運営体制の再構築。



ることにより、管理事務の効率化と諸経費の削減を図る。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

各担当で管理していた公用車両の管理（調達、運用、維持修繕）を一括して行う。 ４月・・車両台帳、管理スケジュールの作成
通年・・公用車点検・修繕

当該年度 随時・・車検・点検一式
執行計画 ９月・・次年度保険料の算定

(3)事業内容 内　　容 ２月・・次年度任意保険手続

車両管理スケジュールに対しての点検、車検の実施数 想定値 12当該年度
単位 台

活動結果指標 実績値 12

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 集中管理による諸経費の削減と専門的業務への人材のシフト 直接 点検・車検実施数／点検・車検予定数 ％ 100 100

令和 2年度 集中管理による諸経費の削減と専門的業務への人材のシフト 直接 点検・車検実施数／点検・車検予定数 ％ 100

令和 3年度 集中管理による諸経費の削減と専門的業務への人材のシフト 直接 点検・車検実施数／点検・車検予定数 ％ 100

耐用年数による車両入れ替えと行いながら適切な車両数を検討する
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

公用車燃料費(3条) 241 公用車燃料費(3条) 536 231 公用車燃料費(3条) 287 公用車燃料費(3条) 287
公用車管理用備消耗品費 100 公用車管理用備消耗品費 100 42 公用車燃料費(4条) 249 公用車燃料費(4条) 249
公用車タイヤ・バッテリー 34 公用車タイヤ・バッテリー 0 0 公用車管理用備消耗品費 100 公用車管理用備消耗品費 100
車検代行手数料 69 車検代行手数料 31 31 車検代行手数料 70 車検代行手数料 31
12か月定期点検手数料 30 車検代行手数料の予算流用 11 11 6.12か月定期点検手数料 118 6.12か月定期点検手数料 175
タイヤ交換手数料 52 12か月定期点検手数料 88 85 タイヤ交換手数料 53 タイヤ交換手数料 53
公用車修繕費 270 タイヤ交換手数料 53 27 公用車修繕費 275 公用車修繕費 275

実施内容 車検費用 875 公用車修繕費 275 265 車検費用 88 車検費用 434
車検収入証紙 17 車検費用 434 117 車検収入証紙 17 車検収入証紙 10

(8)施行事項
費　　用 12か月点検修繕費 11 車検収入証紙 10 4 6.12か月定期点検修繕費 94 6.12か月定期点検修繕費 142

自動車損害共済 71 12か月点検修繕費 55 21 自動車損害共済 64 自動車損害共済 64
自動車総合保険(任意保険） 322 自動車損害共済 66 66 自動車総合保険(任意保険） 235 自動車総合保険(任意保険） 235
公用車自賠責保険 232 自動車総合保険(任意保険） 289 203 公用車自賠責保険 232 公用車自賠責保険 110
公用車重量税 143 公用車自賠責保険 110 110 公用車重量税 158 公用車重量税 93
公用車燃料費(4条) 216 公用車自賠責保険の予算流用 23 23

公用車重量税 93 91
公用車燃料費(4条) 249 147
6ヶ月定期点検手数料 87 71

予算(決算)額 合　　計 2,683 合　　計 2,510 1,545 合　　計 2,040 合　　計 2,258
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,683 2,510 1,545 2,040 2,258

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.11 0.11
正職員人件費 880 880 880 968 968

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,563 3,390 2,425 3,008 3,226
(11)単位費用

296.92千円／台 282.5千円／台 202.08
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

経営基盤の強化のためには、集中管理等による効率化が不可欠であるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

集中管理により、公用車の有効活用ができる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道局の資産であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 水道局の資産であるため □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 公用車の使用を極力控える 適切な点検実施に努めたため。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

定期的な点検実施に努めたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,390 173 2,425 71.53
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

公用車燃料費の削減に努めた。

4.86

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 車検は予定どおり実施したが、車検とあわせて行う修繕

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 が少額となったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.95

％ 10万円 4.12 71.6

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
施策に貢献しており、今後も継続して実施する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2146 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 公用車管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,356 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,390 千円 (うち人件費 880 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 資産でもある公用自動車の管理を集中す



設の適切な管理と運用。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

有益な資産の取得、適切な管理及び売却その他の処分等の検討と実施する。 通年・・水道庁舎及び湖北台浄水場の目的外使用に係る届出及び許可
また行政財産の目的外使用に係る届出・許可に伴う手続きを制度化する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

申請及び契約件数 想定値 10当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 17

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 庁舎管理規程に基づく適切な財産管理 直接 財産の目的外使用に係る審査件数／申請件数 ％ 100 100

令和 2年度 財産の目的外使用に係る審査 直接 財産の目的外使用に係る審査件数／申請件数 ％ 100

令和 3年度 財産の目的外使用に係る審査 直接 財産の目的外使用に係る審査件数／申請件数 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

井戸用土地及び導水管路用土地賃借料 68 井戸用土地及び導水管路用土地賃借料 68 33 井戸用土地及び導水管路用土地賃借料 68 井戸用土地及び導水管路用土地賃借料 68
配水管布設用土地賃借料 424 配水管布設用土地賃借料 424 421 配水管布設用土地賃借料 424 配水管布設用土地賃借料 424

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 492 合　　計 492 454 合　　計 492 合　　計 492
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 492 492 454 492 492

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.15 0.15 0.26 0.26
正職員人件費 1,760 1,320 1,320 2,288 2,288

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,252 1,812 1,774 2,780 2,780
(11)単位費用

225.2千円／件 181.2千円／件 104.35
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

経営基盤の強化 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

経営基盤の強化は必要不可欠であるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水道局の財産の管理であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 水道局が保有する資産であるため □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 閉庁日に会議室を近隣自治会等へ提供 近隣の地域ネットワークへの貢献 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 冷暖房の設定を守ることや、、照明の不使用時の消灯への協 あびこエコ・プロジェクトの推進 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 力を依頼し、燃料費の削減に取り組む グリーンカーテンの実施 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 昼休みの消灯

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請受理の際に内容を検討した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,812 440 1,774 97.9
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

19.54

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.52

％ 10万円 5.64 102.17

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
施策に貢献しており、今後も現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2147 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 経営基盤の強化 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 財産管理 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,812 千円 (うち人件費 1,320 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ○無 (計画名) 我孫子市水道事業経営戦略

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 資産である庁舎、その他施



祉増進に向けた経営に資するため、適正な財務管理を行う。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

効率的な事業運営や施設改良事業等がおこなえるよう、緊急性や効率性などを勘案して、予算措置を行う。 １０月：スケジュール、編成方針等作成
１２月：ヒアリング

当該年度 １月：予算調整・示達・予算書作成
執行計画

(3)事業内容 内　　容

予算編成に要したヒアリング実施回数 想定値 5当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事業運営の効率化により諸経費を縮減し、安定した経営基盤をつくる 直接 査定率＝　予算の査定額／予算要求額 ％ 100 100

令和 2年度 事業運営の効率化により諸経費を縮減し、安定した経営基盤をつくる 直接 査定率＝　予算の査定額／予算要求額 ％ 100

令和 3年度 事業運営の効率化により諸経費を縮減し、安定した経営基盤をつくる 直接 査定率＝　予算の査定額／予算要求額 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

予算編成事務 0 0 予算編成事務 0 予算編成事務 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.25 0.25 0.55 0.55
正職員人件費 1,760 2,200 2,200 4,840 4,840

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,760 2,200 2,200 4,840 4,840
(11)単位費用

352千円／回 440千円／回 550
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

財政状態の健全維持と事務事業の効率化を目指し、安定した水道事業経営を維持するため、実施効果の高い予算編成と、 ●①事前確認での想定どおり
収支バランスのとれた健全経営が求められている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

企業の効率的運営に必要なため

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公営企業の予算は、管理者が作成し、地方公共団体の長が、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 予算の調整を行うこととされているため
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 広報等により情報提供し、審議会・ホームページ等により外 審議会の開催 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 部意見を聴取 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

複数回のヒアリング実施により予算の精度をあげた
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,200 △440 2,200 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△25

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.55

％ 10万円 4.55 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
経営基盤を構築する上で必要な事業であることから、今後も現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2148 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 予算編成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,200 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業経営戦略

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 企業の経済性を発揮すると共に、公共の福



るため、適正な財務管理を行う。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

１年間の活動目標を金銭面で示した予算に基づき、執行した内容の結果を、決算として調整する。 ５月末：損益計算書、貸借対照表等の財務諸表等の財務諸表を迅速かつ適正に作成して決算報告する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

決算修正振替数 想定値 5当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事業収益に対する適正な設備投資を行い、収支バランスを保ち健全経営を図る。 直接 経営資本営業利益率＝(営業利益/経営資本）×１００ ％ △1 5.7

令和 2年度 公営企業に投下された資金(総資本)により、より効率的に運用されている　 直接 経営資本営業利益率＝(営業利益/経営資本）×１００ ％ 5.7

令和 3年度 事業収益に対する適正な設備投資を行い、、収支バランスを保ち健全経営を図る。 直接 経営資本営業利益率＝(営業利益/経営資本）×１００ ％ 5.7

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

決算調製事務 0 0 決算調製事務 0 決算調製事務 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.25 0.25 0.55 0.55
正職員人件費 1,760 2,200 2,200 4,840 4,840

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,760 2,200 2,200 4,840 4,840
(11)単位費用

352千円／件 440千円／件 2,200
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

財政状態の健全維持と事務事業の効率化を目指し、安定した水道事業経営を維持するため、実施効果の高い予算編成と、 ●①事前確認での想定どおり
収支バランスのとれた健全経営が求められている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

財産の健全維持に必要なため

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 決算の調整者は管理者であるため

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
△1 5.7 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

水道需要の落ちこみにより、営業収益が減少したため。※システム上、マイナス
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

の値が入力できないため、”0”を入力。本来の値は△1.16％。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,200 △440 2,200 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△25

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 水道需要の落ちこみにより、営業収益が減少したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ●要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.26

％ 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
地方公営企業法による事務であり、現状どおり推進する

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2149 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 決算調製 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,200 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 企業の経済性を発揮すると共に、公共の福祉増進に向けた経営に資す



料金等の未納者に対し滞納整理（給水停止処分含む）を行い、収納率の向上を図る。
施策目的・

(2)目的 営の効率化による諸経費の縮減化を進め、一層の経営基盤強化と利用者サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

水道料金等の未納者に対し滞納整理（給水停止処分含む）を行う。 滞納整理は、５月、８月、１１月、２月の年４回実施。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

収納率の向上 想定値 99.94当該年度
　未収納額/料金調定額（５か年） 単位 ％

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 未収納額の減少 直接 収納率の向上 ％ 99.94 99.94
　未収納額/料金調定額（５か年）

令和 2年度 未収納額の減少 直接 収納率の向上 ％ 99.94
　未収納額/料金調定額（５か年）

令和 3年度 未収納額の減少 直接 収納率の向上 ％ 99.94
　未収納額/料金調定額（５か年）

独居老人世帯や０歳児のいる世帯など、保護が必要な世帯に対しては、市の担当部局と連絡を取り、給水停止は回避する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

備消耗品 10 備消耗品 10 10 備消耗品 10 備消耗品 10
通信運搬費 2,298 通信運搬費 2,239 2,060 通信運搬費 2,239 通信運搬費 2,239

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,308 合　　計 2,249 2,070 合　　計 2,249 合　　計 2,249
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,308 2,249 2,070 2,249 2,249

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.5 0.5 0 0
正職員人件費 1,760 4,400 4,400 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,068 6,649 6,470 2,249 2,249
(11)単位費用

41.51千円／％ 66.53千円／％ 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

料金の未納は、健全な水道事業の運営を阻害するものである。このため、料金の未納者に対して行う滞納整理は、収納率 ●①事前確認での想定どおり
の向上を目指すだけに留まらず、水道事業の経営にも影響を与える重要なものである。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

滞納整理により未収金の多くを収納することが出来、収納率が向上した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・料金滞納者に対する未収料金の徴収を行う

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・水道事業経営に与える影響を抑えるために給水停止を行う
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
99.94 99.94 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

滞納整理により未収金について多くを収納することが出来たことから収納率が向
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 99.94 100

上した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,649 △2,581 6,470 97.31
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△63.45

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.5

％ 10万円 1.54 102.67

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
水道事業は料金収入を主たる経営財源としているので、料金の未納は健全な事業経営を阻害するため、未収料金を回収することは極めて重要で
あることから、今後も鋭意推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2150 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 開かれた能率的な経営 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 滞納整理及び給水停止処分 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成19年度 ～ 平成30年度 ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,649 千円 (うち人件費 4,400 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

水道経営の健全化のため、包括業務委託の着実な推進による官民連携効果で、サービスの維持向上と事業運 水道



設の効率的な運用、水源の安定確保や施設 自治会などが設置する自主防災組織等との連携を図り、災害時などに迅速かつ効率的な応急給水を実施でき
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的 るよう体制を整備する。
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
・防災訓練等へ参加し、自主防災組織と連携した応急給水訓練を実施する。 ・防災訓練等への参加　市が主催する防災訓練並びに避難所設営訓練（４回）
・防災訓練等をとおし、地域市民の方々に応急給水について理解を深めていただくとともに、災害時の備え
について考えていただく。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

応急給水訓練を実施した自主防災組織等の数 想定値 4当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 3

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 自主防災組織等との応急給水実施訓練を行い、実施体制の整備を推進する。 直接 応急給水訓練を実施した自主防災組織等の数 回 4 4

令和 2年度 自主防災組織等との応急給水実施訓練を行い、実施体制の整備を推進する。 直接 応急給水訓練を実施した自主防災組織等の数 回 4

令和 3年度 自主防災組織等との応急給水実施訓練を行い、実施体制の整備を推進する。 直接 応急給水訓練を実施した自主防災組織等の数 回 4

地域住民の人数に対して参加者が少なく、かつ高齢者が多い。出来るだけ多くの方、特に若い世代にも積極的に参加してもらう
(7)事業実施上の課題と対応 ための方策について検討する。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

６Ｌ給水袋購入 394 306 ６Ｌ給水袋購入 394 ６Ｌ給水袋購入 394

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 394 306 合　　計 394 合　　計 394
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 394 306 394 394

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0 0
正職員人件費 1,320 1,320 1,320 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,320 1,714 1,626 394 394
(11)単位費用

330千円／回 428.5千円／回 542
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

災害時などにおいては、被災者に対し飲料水を確保し、迅速に供給することは重要なことであるが、水道局職員は主に災 ○①事前確認での想定どおり
害復旧に従事することとなるので、迅速な対応が出来ない場面が想定される。このため、日ごろから地域にある自主防災 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 組織などの協力の元、応急給水を実施するための体制作りが必要となる。また、市立中学校６校についても、応急給水拠 ○要
   背景は？(事業の必要性) 点として指定されている市立小学校１３校に準じて応急給水を行えるようにしたことから、市内１９か所の小中学校での ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

応急給水が可能となり、より迅速に飲料水を供給することが出来るようになった。 市主催の総合防災訓練が台風のため中止となった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市主催の避難所運営訓練に参加し、災害時の応急給水の体制

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 の整備を図った。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
4 4 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市主催の総合防災訓練が台風のため中止となった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 3 75
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,714 △394 1,626 94.87
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△29.85

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市主催の総合防災訓練が台風のため中止となった。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.23

回 10万円 0.18 78.26

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
災害時には局職員だけでは応急給水を実施することは困難であることから、市民の手による応急給水の実施は不可欠である。応急給水体制を整
備のためには必要な事業であるから、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2152 課コード 0901 会計種別 公営企業会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 緊急給水・復旧体制の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 水道局・経営課

個別事業 応急給水体制の充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成19年度 ～ 平成30年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,320 千円 (うち人件費 1,320 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,714 千円 (うち人件費 1,320 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市水道事業ビジョン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施


